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序     文 

 
マレーシアにおいては、近年の急激な経済成長に伴う人口増加や都市化の影響に加え、気候変動に

よる降雨量および降雨パターンの変化に伴い、洪水・地すべり被害の経済的損失が今後ますます拡大

することが懸念されています。洪水被害については、2000 年～2008 年までの 9 年間の洪水被災者数

は 39 万人、被害総額は約 1,000 億円（年平均約 110 億円）とされており、地すべり被害については、

1991 年～2003 年までの 13 年間の被害総額は約 1,400 億円（年平均約 108 億円）に上ると推計されて

います。 

こうした状況に対応する研究を進めるため、2008 年度より新設された「地球規模課題対応国際科

学技術協力」事業のうち防災に関する案件の一つとして、マレーシア政府より我が国に対して「マレ

ーシアにおける地すべり災害および水害による被災低減に関する研究プロジェクト」が要請され、ま

た、日本側研究協力機関である千葉大学より独立行政法人科学技術振興機構に対し申請がなされまし

た。 

今般、独立行政法人国際協力機構は、マレーシア政府からの協力要請の背景、内容を確認し、先方

政府関係機関との協議を経て、協力計画を策定し、当該プロジェクトの事前評価を行うために必要な

情報を収集、分析することを目的として、2010 年 9 月から 10 月にかけて詳細計画策定調査を実施し

ました。 

本報告書は、上記詳細計画策定調査及びその後の実施協議の結果を取りまとめたものです。ここに、

本調査を実施するにあたり、ご協力を賜りました関係各位に深く感謝申し上げます。 

 
平成 23 年 3 月 

 
独立行政法人国際協力機構 
地球環境部長 江島 真也 
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第1章 詳細計画策定調査の概要 

1-1 調査の背景・経緯 
マレーシア国（以下、「マ」国）は成長著しい ASEAN 諸国の中でも特に急成長を遂げた国の一つ

である。かつてはゴムと錫中心の典型的なモノカルチャー型経済であったが、1985 年以降の急速な

工業化政策を通じて、1997 年のアジア経済危機の影響を大きく受けつつも著しい経済成長を遂げて

きた。2007 年には一人当たりの GNI が 6,540 米ドルに達し、DAC リストの高・中所得国（UMIC）（基

準額：3,256~10,065 米ドル（2005 年～2007 年時）、人間開発指数（HDI）の高位国（63 位/177 カ国、

国連人間開発報告書 2007/2008 年）に位置しており、政府は 2020 年に先進国入りを果たすという

「Vision2020」を大きな国家目標として掲げている。また、2010 年 3 月に提唱された新経済モデル「経

済変容プログラム(Economic Transformation Programme; ETP)」では、付加価値の高い産業の創出と育

成産業を担う技術系人材の育成、民間を巻き込んだ研究開発の推進等を強調している。 

一方「マ」国においては、近年の急激な経済成長に伴う人口増加や都市化の影響に加え、気候変動

による降雨量および降雨パターンの変化に伴い、EM-DAT（Emergency Events Database）によれば 2000
年～2008 年までの 9 年間の洪水被災者数は 39 万人、被害総額は約 1,000 億円（年平均 110 億年）と

されており、地すべり被害については、千葉大学によれば 1991 年~2003 年までの 13 年間の被害総額

は約 1,400 億円（年平均 108 億円）に上ると推計されている。こうした状況を受け、「マ」国の Country 
Report（2008 年度版）では洪水と地すべりを同国においても最も大きな災害リスクと分析・特定し、

安定的な経済成長にとって大きな阻害要因の一つと見なしている。 

こうした状況を受けて、「マ」国政府は、科学技術革新省（Ministry of Science, Technology & Innovation: 
MOSTI）を中心として関連大学（本プロジェクトの共同研究機関である USM、MMU、UniTEN の主

要 3 大学）との協働による災害低減のためのシステムの検討を開始し、2009 年 7 月の第 8 回検討会

において、基本構想となる「Landslide Monitoring and Prediction System (LAMPS)」を示すとともに、

本構想の基盤システムとして「地すべり・水害の被害低減を図るためのシステム（Center for 
Geo-Hazard Analysis & Monitoring Stations for Peninsular Malaysia (GRAMS)）」を提唱した。 

しかしながら、本基盤システムの提唱後、十分な技術や経験を有する国内人材が乏しいなどの理由

から実質的なシステムの開発が遅延している。また、「マ」国においては国家安全委員会（National 
Security Council）が国レベルの機関として、州安全委員会（State Security Council）と共に災害支援活

動に責任を負い、災害時には警察、消防、救助隊等との調整も行うこととなっているが、災害のモニ

タリング・予測や災害時の即時対応における活動の連携強化が課題となっている。 

以上を背景として、「マ」国は我が国に対して、GRAMS の迅速な構築と円滑な稼動に向けて、特

に我が国が技術的な優位性を有するリモートセンシング解析や早期警報・避難システムの構築、行政

機関・民間企業・地域住民の連携体制の構築に係る技術移転と人材育成を目的として本プロジェクト

を要請した。 
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1-2 技術協力プロジェクトに関するマレーシア側からの要請概要 
本技術協力プロジェクトの要請書は、「マ」国政府から日本国政府に対して 2009 年 11 月に提出さ

れた。要請書概要（仮訳）は以下の通りである。 

要請案件名 リモートセンシングによる地盤災害予測・監視システムの開発プロジェクト 
Research and Development for Reducing Geo-Hazard Damage in Malaysia caused by 
Landslide and Flood 

要請機関 マルチメディア大学、マレーシア科学大学、テナガナショナル大学 
Multimedia University, Universiti Sains Malaysia, Universiti Tenaga Nasional 

上位目標 災害時の人命・家屋等の喪失や環境破壊の減少を目的とし、災害のモニタリングや

予測における政府、非政府、民間セクター機関を指導するための先進的な手法を提

供する、国レベルの災害コントロール・指令基地となること 

案件目標 マレーシアにおける地すべり及び洪水のデータが収集される 
災害マネジメントのための、地すべり及び洪水予測モデルが開発される 
リモートセンシング及び GIS を活用したマレーシアにおける地すべりと洪水のハ

ザードマップが作成される 
地すべり及び洪水の地理的危険地区における災害コントロール・指令センターが設

立される 
地すべり及び洪水の啓発にかかるウェブシステムが構築される 

期待される

成果 
マレーシアにおける地すべり及び洪水関連のデータベースが整備される 
地すべり及び洪水予測モデルが開発される 
マレーシアにおける地すべり及び洪水のハザードマップが作成される 
地すべり及び洪水の地理的危険地区における災害コントロール・指令センターが設

立される 
地すべり及び洪水の啓発にかかるウェブシステムが構築される 

活動 リモートセンシング、地質、地形、水文等のデータ収集及びネットワーキング、配

信システムの構築 
斜面分析のための限界平衡法（LEM：Limit Equilibrium Method）、GIS、リモートセ

ンシングモデルを活用した地すべり予測モデルの開発及び洪水・降水量予測モデル

の開発 
統計的アプローチに基づく地すべりハザードマップの作成 
ウェブ啓発システムの構築 
地すべり及び洪水を防ぐための危険地区リモート解析・モニタリングステーション

（GRAMS）の開発 

投入 専門家派遣、供与機材、本邦研修、在外事業強化費 

協力期間 5 年間 
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1-3 調査目的・内容 
本調査では、「マ」国政府関連機関及び先方実施機関との協議を経て、協力要請の背景、内容を確

認し、上記調査研究の内容について検討し、共同研究及び「マ」国実施機関の能力強化を目的とした

協力計画策定を目的とする。また、「マ」国及び実施機関における研究実施体制や、無人飛行機使用

による研究実施に際してのロジ手続き面等、案件実施及び事業事前評価に必要な情報を収集・分析す

る。 

さらに関連情報の収集を行った上で、先方政府関連機関及び先方実施機関と両プロジェクトの枠組

みや研究・調査内容、負担事項等について協議し、討議議事録（R/D）署名に必要な確認事項を協議

議事録（M/M）として作成し署名・交換することを目的とする。 

1-4 調査団構成 
No. 名前 担当 日程 所属 

1 中曽根 愼良 総括 9/27-10/7 JICA 地球環境部水資源・防災グループ防災第一課

課長 
2 西尾 文彦 研究代表者 9/27-10/7 千葉大学環境リモートセンシング研究センター 

センター長 

3 原 政直 衛星データ

活用 
10/4-10/7 株式会社ビジョンテック 

4 島野 敏行 協力企画 9/27-10/7 JICA 地球環境部水資源・防災グループ防災第一課

5 寺尾 豊光 評価分析 9/20-10/7 水産エンジニアリング株式会社 
 
上記調査団員に加えて、（独）科学技術振興機構（JST）による以下 3 名の団員がオブザーバーと

して調査に同行する。 

No. 名前 担当 日程 所属 

1 本藏 義守 PO 9/29-10/2 東京工業大学理工学研究科地球惑星科学専攻 
教授 

2 月岡 康一 JST 国内 
研究支援 

9/27-10/7 JST 地球規模課題国際協力室 主任調査員 

3 小花和 宏之 研究員 9/28-10/1 株式会社ビジョンテック 
 

1-5 調査日程 
1 9 月 20 日（月）  成田空港発（11：30）JL723 → クアラルンプール着（17：55）

2 9 月 21 日（火） 08：30- 
11：00- 

JICA マレーシア事務所協議 
マルチメディア大学との協議 
クアラルンプール発(13：55) MH1148 → ペナン着（14：55）
Dr. Koey 面会 

3 9 月 22 日（水） 09：00- マレーシア科学大学との協議 
ペナン発 → クアラルンプール着 

4 9 月 23 日（木） 09：00- テナガナショナル大学との協議 
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14：00- テナガナショナル大学との協議（継続） 

5 9 月 24 日（金） 09：00- 
15：00- 

灌漑・下水局との協議 
公共事業局との協議 

6 9 月 25 日（土）  資料整理・報告書作成 

7 9 月 26 日（日）  資料整理・報告書作成 

8 9 月 27 日（月） 09：00- 
14：00- 

マルチメディア大学との協議 
マルチメディア大学との協議 
（他団員 成田空港発（11：30）JL723 → クアラルンプール着

（17：55） 

9 9 月 28 日（火） 09：00- 
11：15- 
16：30- 

JICA マレーシア事務所との協議 
国家安全委員会との協議 
経済企画庁との協議 

10 9 月 29 日（水） 09：00- 
14：00- 

マスタープラン協議 
マスタープラン協議（継続） 

11 9 月 30 日（木） 09：00- 
14：00- 
(10：00-) 

マスタープラン確認 
マスタープラン確認（継続） 
（寺尾団員は気象局との協議） 

12 10 月 1 日（金） 09：00- 
12：00- 
16：00- 
17：30- 

科学技術革新省との協議 
クアラルンプール発（13：55）MH1148 → ペナン着（14：55）
マレーシア科学大学との協議 
マレーシア科学大学副学長との協議 

13 10 月 2 日（土） 08：00- 
17：00 

現地踏査（Gerik - Jeli 東西回廊地すべり現場視察） 

14 10 月 3 日（日）  
 

資料整理・団内協議・M/M 案作成 
ペナン発（20：40）MH1165 → クアラルンプール着（21：40）

15 10 月 4 日（月） 09：00- 
14：00- 
(14：00-) 

M/M 協議 
M/M 最終案作成 
（寺尾団員は民間会社 Unmanned Systems Technology との協議）

16 10 月 5 日（火） 09：00- 
14：00- 

M/M 最終確定 
M/M 署名・交換 

17 10 月 6 日（水） 09：00- 
11：00- 
15：00- 

高等教育省との協議 
在マレーシア日本国大使館報告 
JICA マレーシア事務所報告 
クアラルンプール発（22：50）JL724 → 

18 10 月 7 日（木）  成田着（07：00） 
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1-6 調査結果 

1-6-1 プロジェクト名称 
プロジェクトの英文名称については案件採択時のままとし、和文名称を以下の通り JST へ研究申

請した名称に変更することで日本側関係者の合意を得た。 

和文名： マレーシアにおける地すべり災害および水害による被災低減に関する研究プロジェクト 
英文名： Research and Development for Reducing Geo-Hazard Damage in Malaysia caused by Landslide 

and Flood 

1-6-2 M/M 署名・交換相手先 
本研究の提案を行ったマルチメディア大学学長と M/M の署名・交換を行った。 

1-6-3 プロジェクト実施体制 
プロジェクト実施体制については、「マ」側との協議の結果、以下の通り-となり、結果をM/Mに

記載したPF

1
FP。 

プロジェクトディレクター：マルチメディア大学学長 Prof. Zaharin Yusoff 
プロジェクトマネージャー：マルチメディア大学研究長 Dr. Hairul Abdul Rashid 

1-6-4 合同調整委員会 
合同調整委員会（Joint Coordinating Committee: JCC）の設置について「マ」側と協議を行い、その

際に構成人員については、研究成果の社会実装化に鑑み行政実施機関の参加が望ましいことをマレー

シア側に伝えたところ、オブザーバーを含め 11 を超える関係省庁、機関から構成される JCC が結成

される見込みとなり、M/M に記載した。 

1-6-5 マスタープラン（M/P）及び活動計画（PO） 
M/P 及び PO については、対処方針会議（その２）を踏まえ日本側研究者にて作成した案を基に「マ」

側との協議を行い、研究開発の活動内容をより明確にした形で修正し、結果を M/M に記載した。 

1-6-6 知的財産権 
知的財産権については、日・マ双方の研究代表機関同士にて共同研究合意覚書（MOU）で取扱う

こととし、今後その作業を行うことで合意を得た。なお、「マ」側より提案のあった法的拘束力を有

する共同研究合意協定（MOA）については、「マ」側研究機関間での締結にとどめることで合意を

得た。 

1-6-7 関係機関への本事業のスキーム説明 
本プロジェクト実施に際し、経済企画庁、科学技術革新省、高等教育省、並びに「マ」側研究機関

に対し「地球的規模課題対応国際科学技術協力事業」の内容やスキームについて説明を行い、理解を

得た。なお、「マ」側研究機関にかかる経費の一部については科学技術革新省或いは高等教育省から

の研究経費の助成が必要となるところ、手続き等について確認するとともに、「マ」側研究機関が必

                                                        
1 2010 年 12 月の Prof. Zaharin Yusoff 氏の退職に伴い、「マ」側研究機関、行政機関間の協議の結果、プロジェクトデ

ィレクターがマレーシア科学大学遠隔教育学部長 Dr. Habibah Lateh 氏、プロジェクトマネージャーが同大学コンピ

ュータ科学部グリッド・コンピューティング室長 Dr. Chan Huah Yong 氏に変更となった。 
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要な手続きを取る事で合意を得た。 

1-6-8 主な調査項目 
以下の項目について協議・調査を行い、結果を M/M に取り纏めた。 

(1) 地球的規模課題対応国際科学技術協力事業（SATREPS）の概要 
(2) 研究代表機関間での知的財産権に関する覚書（MOU）の締結 
(3) 「マ」側研究機関間での知的財産権に関する協定書の締結 
(4) 討議議事録（R/D）署名に係る手続きの確認 
(5) 研究を実施するパイロットサイトに関する確認 
(6) 日・マ双方の研究者間におけるデータの共有 
(7) UAV 並びに CP-SAR を利用した研究の実施可能性 

1-6-9 「マ」国からの便宜供与 
対処方針時に想定していた以下の項目について協議を行い、結果を M/M にまとめた。 

(1) 専門家用のオフィス、電気・水道・電話回線の提供等 
(2) C/P に係る経費（給料・日当・調査旅費等）の負担 
(3) プロジェクト専門家の人数や構成に応じた C/P の配置及びプロジェクトの現地研究活動等へ

の積極的な関与 
(4) 供与機材設置のための土地や場所の確保 
(5) その他プロジェクトの実施に必要であると相互が認めた施設の提供 

1-6-10 機材供与 
ODA 経費の支弁可能用途に留意し、投入資機材を検討した。なお、プロジェクトの進捗や今後の

研究機関同士の議論により詳細が変更となる可能性があるところ、金額が大きく購入の可能性が高い

もののみを明記することとし、それ以外はプロジェクトの状況に応じて検討することで M/M に記載

した。 
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第2章 プロジェクトの形成 

2-1 プロジェクトの形成 
本詳細計画策定調査の実施に先立ち、日本側及び「マ」側研究者グループによる協議を経て、本プ

ロジェクトに係る JST への提案書（2010 年 5 月）及び全体研究計画案（Research Plan、2010 年 8 月

他）が作成されている。 

2-2 全体研究計画の内容 
全体研究計画は 5 つの研究分野から構成されており、各分野とも日本側及びマレーシア側研究者グ

ループ両方から成る共同研究の態勢を取っている。本調査で検討された M/P 案は 2010 年 8 月に作成

された全体研究計画を参考にして作成されている。2010 年 8 月の全体研究計画書に見る研究の内容

を以下に要約する。 

2-2-1 リモートセンシング及び GIS 
 時系列空間情報から洪水・地すべり災害危険域を抽出する方法の研究 
 災害発生要因に対する重み付け評価によるリスク計算の研究 
 UAV(Unmanned Aerial Vehicle)PF

2
FP搭載型CP-SARPF

3
FPによる土地被覆情報の観測技術に係る研究 

 データベースとのリンク設営 

2-2-2 洪水解析 
 クランタン川流域のデータベースのための野外データ収集及び処理 
 総合洪水解析システム（IFAS）に基づくクランタン川流域広域洪水解析モデルの構築 
 中解像度三次元水文モデル（M3DM）の構築 
 高解像度三次元水文モデル（H3DM）の構築 
 クランタン川流域の洪水リスク評価及び対応策の研究 

2-2-3 地すべり解析 
 衛星情報や既往地すべりデータを用いた統計解析によるマレー半島（広域）の地すべりリスク評

価 
 水文解析を用いた 2D/3D 物理モデルに基づく地すべり発生予測手法の開発 
 地すべりモニタリングステーションの設置と警戒情報決定に関する研究 
 解析モデルによるモニタリング地域（局所）のリスク評価 

2-2-4 データセンター 
 GIS をプラットフォームとするデータベースの構築 
 洪水・地すべり災害情報システムを構築 
 災害リスク管理、防災、防災教育、危機対応に関する情報システムの構築 

2-2-5 早期警戒システム及び普及啓発活動 
 地域特性を考慮した早期警戒システムの立案 

                                                        
2 無人航空機。 
3 円偏波合成開口レーダー：円偏波を用い衛星軌道上を移動しながら地上の起伏を計測するレーダー。 



 2-2

 モニタリングステーションによる地すべり警戒システムの試行的設置と運用 
 防災教育、意思決定、危機対応計画のための洪水・地すべり警戒情報のリスクコミュニケーショ

ン手法の提案 
 GRAMS に基づく洪水・地すべりリスク情報管理システムの提案 
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第3章 国際共同研究の視点 

（本現地調査における JST からのコメント） 

オブザーバー参加した詳細計画策定調査の内容に関し、科学技術的観点から以下の通り所感を述べ

たい。 

3-1 国際共同研究の意義 

3-1-1 科学技術的意義 
本共同研究は、熱帯雨林や熱帯性気候さらには熱帯特有の地形･地質など、我が国に無い自然環境

下のフィールドで地すべり・洪水挙動を観測し、その特徴を解明するとともに、当該環境に適した解

析手法を開発するものである。これにより、我が国で開発された地すべり・洪水解析手法を、より汎

用的なものに改善し、熱帯地域にも適用可能な手法に発展させることができる。 

また、（無人）飛行機等を使用したリモートセンシングでは、衛星画像と比較して格段に高解像度

の画像が得られることから、地すべり・洪水研究に大きく貢献すると期待される。 

反面、樹木が密生する地域で、如何にして、地表面をセンサーで捕えたり推定したりするか、など

いくつかの課題を抱えている。また、本研究で取扱う CP-SAR センサーでは、円偏波を用いることか

ら軸比画像（ARI）等が得られるが、それらを地すべり･洪水研究のなかで如何に活用するか、など

も重要な研究課題となろう。 

3-1-2 社会・経済的意義 
近年、「マ」国では洪水や地すべりによる災害が顕在化し、今や大きな社会問題とされている。2009

年、公共事業局は地すべり防災の 15 年計画 National Slope Management Plan for Malaysia：通称 NSMP
（国家斜面管理総合計画）をまとめたが、その Sectoral Report には、「研究開発」、「ハザードマップ」

および「早期警報装置」など、本共同研究と同内容の項目が見られることから、これらを通して「マ」

国に貢献することが期待される。 

また、共同研究機関であるマレーシア科学大学（以下、USM）、マルチメディア大学（以下、MMU）、

テナガナショナル大学（以下、UNITEN）のほか、所轄官庁 MOHE にも日本留学・研修者が在籍し、

研究関連業務に携わっている。本共同研究を通して、これら知日家との絆をさらに深め得ることから、

SATREPS 事業目的の一つである科学技術外交の一端を担うことが期待される。 

3-2 研究成果の有効性 

3-2-1 人材育成・知的基盤の整備 
本研究に於ける「マ」側研究者の陣容は、人数面では日本側を凌ぐまでに増加している。本調査団

との打合せでは、３つの相手国研究機関のメンバー数十人が一堂に会し（一部は TV 会議）、研究計

画につき熱心に協議を重ねた。日本への留学や研修、および日本との共同研究などの経験者がいるこ

とから、円滑なコミュニケーションによる活発な研究活動を通して、両国の人材育成と知的基盤の整

備が期待できる。 

「マ」側研究者は、ODA とは別に、自国政府等からも予算取得する準備を進めている。すなわち、
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3 大学は共同で所轄官庁 MOHE から研究予算を取得するため、研究内容を３枚にまとめ MOHE に申

請したとの報告を得ている。また、UNITEN は、親会社である電力会社に予算請求済であり、R/D の

署名を条件に、承認される見通しである。これらを通して、次代を支える知的基盤が、「マ」側若手

研究者の手で自立的に構築されると期待される。 

3-3 実施方法・体制の効率性 

3-3-1 計画・実施体制の妥当性 
当初遅れていた、研究計画の立案および取組み体制の構築については、相手国研究機関と打合せ・

協議を重ねた結果、大筋で合意形成され、M/P として R/D（案）に盛り込まれた。 

しかし、具体的な供与機材の選定および各グループ研究内容の詳細な検討は、今後の課題とされた。

リモートセンシンググループと地すべり・洪水グループでは、はじめに、両グループ間のインターフ

ェイスを明確にする必要がある。また、新しい観測手法としてのリモートセンシングの、如何なる特

徴を生かして地すべり・洪水が抱える課題に取り組むかを、両グループの研究者間で十分協議する必

要がある。一方、洪水、データベース、および早期警報の各グループでは、早期に両国グループリー

ダーが会し、研究計画・取組み体制を確認し、グループ内の全メンバーに周知させる必要がある。 

3-3-2 知的財産権の取得・活用（MOU 締結） 
ODA 対象国の中でも、「マ」側研究機関は研究契約や知的財産権に対する意識がかなり高いとの印

象を受けた。知財保護に係る協定を如何なる形で締結するかにつき、議論がなされたが、結果的には、

JST の MOU ガイドラインに沿って両国研究代表機関の間で締結される見通しとなった。 
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第4章 団長所感 

今次詳細計画調査を通じて、当初「マ」側研究機関（３大学）同士の研究内容の共有や認識、調整

は必ずしも十分ではないとの印象を受けたが、各大学の熱意や本プロジェクトへの期待は大きいとの

印象を受けた。また、３大学研究者を交えた調査団との協議を通じて、プロジェクト目標・成果・活

動内容の共有がなされ、各機関の役割が概ね明確にされたと考える。 

以下に、今後のプロジェクト実施に向けた留意点等について触れたい。 

4-1 実施体制 

4-1-1 目標・成果達成に向けた日・マ双方のグループ間の連携 
本プロジェクトの目標（研究成果の社会実装に向けたシステムを提案すること）の達成に向けて、

５つの成果（①リモートセンシング技術も活用した関連データ収集と GIS 構築、②洪水解析、③地

すべり解析、④本プロジェクトを通じて収集したデータを集約した総合的洪水・地すべりシミュレー

ションのためのデータベース構築、⑤行政・住民に向けた洪水・地すべり災害対策のための試行的シ

ステム構築）を設定している。これらの５つの成果は、概ね各研究グループ・機関毎に分かれており、

成果毎の進捗監理がし易い反面、目標達成のためには実施過程におけるグループ間相互の情報や成果

の共有が不可欠である。 

このため、日・マ双方の研究代表のリーダーシップの下、目標の共有はもちろんのこと、各グルー

プが没交渉にならないよう、相互の研究成果の共有が適切に行われるよう監理していく必要がある。 

なお、USM などは、上記の課題を強く認識しており、副学長がマ側の研究機関同士の大学間協定

の締結を提言しているなど、プロジェクトの開始に向けた具体的な取り組みに期待したい。 

4-1-2 社会実装に向けた政府機関との連携 
本プロジェクトで社会実装（課題⑤）を担うのは、主に UNITEN であるが、同大学には DID（灌

漑・下水局）の元幹部が研究者として参加し、両者間で研究にかかる MOU が交わされるなど、行政

機関との連携に向けた意識が高いほか、USM についても土砂災害対策を担う公共事業局との関係が

深いとの印象を受けた。 

また、災害時の緊急対応の指揮命令を担う NSC（国家安全委員会）からも、断層と土砂災害の関

係調査や構築したデータベース・システムの汎用性に対する期待が寄せられた。 

こうした既存の官学のネットワークを尊重して JCC や協力機関として巻き込むとともに、本プロ

ジェクトで構築するシステムが行政のニーズにも配慮し、研究のための研究にならないよう社会実装

に留意して実施していく必要がある。 

なお、成果⑤に関連する EWS（早期警報システム）については、日・マ双方のイメージの共有化

に向けて、引き続き双方の研究グループ同士で更なる協議を期待したい。 

4-1-3 予算（上位官庁との関係） 
「マ」国における大学の事業に予算措置する省庁としては、MOHE と大学等の先進的・応用的な
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研究を支援する MOSTI があるが、今般協議した MOSTI によれば、既に次期中期計画（2011～15 年）

及び 2011 年予算については、大枠が固まりつつあり、少なくとも 2011 年における本プロジェクトへ

の予算措置は困難との回答であった。 

MOHE については、社会への貢献度の高い分野の研究に対する助成措置があり、「マ」側研究代表

機関から本プロジェクトへの適用に向けて申請を検討するとのことである。 

仮に、これらの助成が無かったとしても、「マ」側の本プロジェクトへのコミットメントが困難な

状況にあるとは考えにくいが、共同研究の趣旨に鑑み、「マ」側の活動に適切な助成がなされるよう、

「マ」側大学の継続した努力に期待したい。 

4-2 機材関連ほか 

4-2-1 機材の妥当性の検討 
「マ」側３大学からは、それぞれ必要機材のリストが呈されたが、今次調査時点では日本側研究機

関による妥当性の検証には至らなかった。 

SATREPS のスキームで目安とされている予算シーリング（※本プロジェクト事業契約総額３億円

程度）に鑑みて、機材偏重ではなく研究交流・人的交流により予算が配分できるよう、必要不可欠な

機材にプライオリティを付すよう「マ」側に依頼するとともに、M/M（協議議事録）に添付し、今

後 R/D の署名までに、日・マ双方の研究機関間でさらなる精査を行うこととした。 

また、「マ」側には地すべり観測用の機材等、必要以上に高額かつ高い仕様の機材への期待を有し

ていることから、研究成果の持続性にも鑑みて、日本側から適切な提言を行う必要がある。 

4-2-2 UAV の位置づけ 
UAV については、調達の具体的な方策（※マラッカの UAV メーカーからのレンタルの可能性が

高い）や飛行許可などの手続き面を今後明確にする必要がある。UAV の活用はプロジェクトに必須

の活動ではなく、あくまで CP-SAR 搭載によるリモートセンシング技術の一つとして位置づけ、プロ

ジェクト実施に向けて活用の可能性を確認する必要がある。 

なお、CP-SAR については、仮に UAV の活用が困難であっても、有人飛行機への搭載により研究

は可能であるため、プロジェクト活動に含めることとした。 

4-2-3 GRAMS との関係について（社会実装に向けたデータベース開発について） 
「マ」側の当初要請内容は、土砂災害と洪水予測と早期予警報の発信を担う総合的な拠点機能の構

築を目指したもの（GRAMS）であったが、本プロジェクトではあくまで、社会実装に配慮しつつも

試行的なシステムの提案を目指すものである点を明らかにするとともに、「マ」側が目指す GRAMS
の最終型は「マ」側の努力によることを確認、合意した。 

GRAMS に関して、「マ」側より成果④におけるシステム構築の過程で、官公庁等への本格的な社

会実装を図るためのデータベース開発を民間業者に外注し、当該経費を JICA 側で負担して欲しいと

の要望があった。これについては、上記のとおり本プロジェクトはあくまで社会実装に向けた試行的

なデータベースを構築することが目標であり、本格的な社会実装はむしろ「マ」側による今後の課題

であること、また、現時点での機材及び付随するサービスに係る概算費用がプロジェクト全体の目安
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額に対してかなり積みあがっていることに鑑みて、協議のうえ機材等リストには含めないこととした。 
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第5章 事業事前評価結果 

5-1 プロジェクトの背景と必要性 

5-1-1 「マ」国の地盤災害の現状 
本プロジェクトでは、水に起因する地盤災害（water-related geo-hazard）として、洪水と地すべりが

引き起こしかねない災害リスクが主な研究対象に挙げられている。地震や火山災害が比較的少ない

「マ」国では、これまでのところ洪水と地すべりが主な高リスク災害となっている。洪水と地すべり

による近年の被災状況を次に取りまとめる。 

（1） 洪水 
熱帯に位置する「マ」国ではモンスーン気候が卓越しており、特に北半球の冬期中の北東モン

スーン時期には、半島部東岸に大雨をもたらし時に洪水を起こしている。国土の9%に相当する2
万9千平方Kmが洪水に対し脆弱であるとされ、また近年の急な産業開発及び都市開発に伴い、都

市部及び幹線道路沿いでは鉄砲水発生件数の増加も見られるようになっている

（http://www.water.gov.my/、2007年7月更新）。次表に示されるように、毎年の洪水は時に10万人

を越える被災者を出している。 

「マ」国の主な水害 
年 災害 死亡者数 被災者数 被害額:US$ 

2009（1 月） 洪水  8,470  

2008 洪水  10,210  

2007 洪水 33 158,000 22,500 万 

2006 洪水 19 138,000 34,300 万 

2005 洪水 17 100,000 6,600 万 

2005 泥流 3 2,793  
出典：Malaysia Country Profile, 2010, ADRC 
 

（2） 地すべり災害 
「マ」国では1973年から2007年の間に計440件の地すべりが発生しており、その内31件で死者を

出すに至っている。この期間中の死者数は約600人と言われる。また未報告の小規模な地すべり災

害を入れると、地すべりの件数は数千件に達するとされる。1993年12月に発生した”Highland 
Towers Tragedy”では48人が死亡しており、社会的な影響が大きく、国家政策の見直しが迫られた

結果、1994年の閣議により国家安全委員会等による災害管理体制の構築が成されるに至った。次

表に1973年～2006年の間の主な地すべり災害を示す。 

「マ」国の主な地すべり災害（1973年～2006年） 

年月 発生場所 死亡者 被害額:百万 RM 

Oct-73 Kampung Kacang Putih, Ipoh, Perak 42 64.8 

Dec-93 Highand Tower Collapse, Ampang, 
Selangor 48 184.9 
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Jun-95 Km 39 Lebuhraya KL-Karak, Genting 
Highland, Pahang 20 48.3 

Jan-96 Km 303.8 North-South Expressway, 
Gunung Tempurung, Perak 1 16.7 

Aug-96 Pos Dipang, Perak 44 69.0 
Dec-96 Keningau, Sabah 302 458.9 
Feb-99 Kg. Gelam, Sandakan, Sabah 17 29.5 
Jan-02 Simunjan, Sarawak 16 28.0 

Nov-02 Taman HilKriew, Hulu Kelang, Kuala 
Lumpur 8 17.4 

Nov-03 Km 21.8 NKVE Bukit Lanjan, 
Selangor - 836.0 

Apr-05 Kg Melayu Bt 11, Puchong, Selangor - 47.0 

Apr-06 Km 44 Jin Simpang Pulai Cameron 
Highland, Pahang (Gunung Pass) - 354.6 

May-06 Kampung Pasir (Taman Bukit 
Zooview), Hulu Kelang, Selangor 4 20.7 

出典：NSMP、2009 
 

5-1-2 地盤災害に対する防災政策 
国家安全委員会令 20 号（The National Security Council Directive No. 20、1997 年）により、統合緊急

事態管理システムの下で、関係政府機関の所掌を定める災害管理の枠組みが規定されている。洪水を

担当する天然資源環境省の灌漑・下水局と地すべりを担当する公共事業局の斜面工学課（CKC）に

よる災害対策の概要を以下に示す。 

（1） 洪水の防災政策 
「マ」国では、治水分野の国家政策を総合的に行う必要があるとの考えは1980年代から見られ

る。そのような考えの一環として、洪水被害が頻発する地方の主要都市において、洪水リスクを

軽減し、人々の安全な生活の確保と周辺環境の保全を目的として、統合河川流域管理（IRBM: 
Integrated River Basin Management）及び統合洪水管理（IFM: Integrated Flood Management、2004年
WMO）の策定と実施が推進されてきている。統合洪水管理を実現するために、第9次マレーシア

プラン（2006年～2010年）では、洪水緩和のための開発目標として、遊水池の造成、河川改良工

事等の構造物による対処に加えて、土地利用の管理及び洪水予測警戒・救難対策等の実施を通じ

て、Klang峡谷など洪水に脆弱な地域の水害リスクを低減する多様な取組みを挙げている。第10
次マレーシアプラン（2011年～2015年）下でも同様な取組みが継続されると見込まれる。 

（2） 地すべりの防災政策 
洪水対策に比して地すべり対策に対しては、長年の間、統合された防災政策は存在しなかった

が、2003年11月のKlang峡谷高速道路に発生した大規模な地すべりにより半年にわたって運輸交通

に混乱が生じたことを契機として、その後公共事業局の下に斜面工学専門の部局が設けられ、ま

た2009年には公共建造物に係る地すべり防災のマスタープランとして国家斜面管理総合計画

（NSMP: National Slope Management Plan for Malaysia、2009年～2023年）が策定されるに至った。

NSMPが目標とする地すべり防災の枠組みは、政策・制度、ハザードマップの作成など災害リス

クの評価、早期警戒システムとリアルタイム監視、損失評価、情報収集・蓄積・広報、研修、普



 5-3

及啓発、災害低減、救難体制、研究開発の10分野から構成されている。 

5-1-3 「マ」国の防災分野における日本の援助実績 
洪水分野でのこれまでに実施した調査や治水計画作成については以下が挙げられる。 

 サバ･サラワク洪水予警報計画（1978-1980） 
 キナバタンガン河流域開発計画（1979-1981） 
 クラン川流域治水計画（1986-1988） 
 レビルダム計画（1986-1987） 
 クランタン川流域治水計画（1987-1989） 
 ペナン島洪水緩和・排水計画（1988-1990） 
 ムダ川流域総合管理計画（1993-1995） 
 河川流域情報システム計画（1996-1998） 
 ムダ川洪水制御計画実施設計調査（1999） 
 地方主要都市洪水制御事業協力準備調査、Preparatory Study for IRBM Incorporating IFD with 

Adaptation of Climate Change（2009-2011） 
 
地すべり分野でのこれまでに実施した調査については以下が挙げられる。 

 道路斜面防災管理計画調査（2000-2002） 
 

5-1-4 実施機関の概要と課題 
（1） 実施機関の概要 

「マ」側から、USM、UNITEN及びMMUの3大学が参加する。USMは1969年設立の国立大学で、

24系統の学群（school）から構成されており、その内12群が応用科学と工学系である。2008年現

在の在学生数は約2万1千人である。UNITENは、電力公社（TNB）を親組織とする私立大学で1997
年に大学組織として設置され、工学、情報技術、経営学等の15学部が置かれ、最近10年間の延べ

卒業生数は約9千人であった。MMUは、Telekom Malaysia社を親組織とする私立大学で、1996年に

大学組織に編成された。Cyberjaya校に情報技術、工学、経営学等の4学部と、Melaka校に工学技

術、情報科学、生命科学等の4学部を持つ。2008年1月現在の在学生数は1万9千人を越える。 

（2） 研究課題 
アジア防災センター（ADRC）に毎年提出されている「マ」国のカントリープロファイル2010

年版によれば、災害対策を講じるための課題として、各種防災政策の国家開発計画への統合、災

害脆弱性の低減のためのリスク評価能力の開発及び防災政策への反映、リスク分析評価に携わる

主管省庁による作業委員会の形成、災害防止のための統合データベース管理システムの開発、住

民の安全・財産の保全及び防災環境のための法執行や許認可に関する既存法規の強化、防災特に

リスク緩和戦略に係る教育啓発プログラムの実施、地域における共助システムの開発促進等の9
項目が挙げられている。このような災害対策の課題は、防災行政に携わるNSD、DID、CKC及び

ARSMと言った関係省庁により対処されることになるが、例えばシミュレーションモデルによる

災害予測やリスク評価能力の開発のような研究開発を伴う事項については、学術機関による貢献

が求められるところとなっている。 
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そのような状況にあって、従来、USMでは半島北部で人工斜面など地盤が脆弱なサイトで地す

べりの調査や研究を行い、また高速なシミュレーションモデルの数値計算を可能にするためグリ

ッド・コンピューティングの研究を行っている。UNITENではKlang流域で洪水モデルの研究また

クランタン州では送電塔基礎地盤の変動に係る研究に代表されるような災害リスクに係る研究が

行われている。また、MMUでは合成開口レーダ（SAR）等の計測機器の開発及びリスク管理に関

する社会科学的な研究等が行われてきた。この3大学では、各校の地盤災害に係る研究努力を一個

の研究開発プログラム、GRAMSに取りまとめることにより、防災行政への貢献を統合的なもの

とする試みもなされている。 

本プロジェクトは、洪水・地すべり災害低減の要素技術となるリモートセンシング資料の取得、

画像の判読とその解析・分析技術、ウエブ・ベースによるGIS及びデータベースの構築、リアル

タイム・モニタリングとその解析・分析技術、数値モデルの構築と利用技術、災害リスク情報の

教育・啓発技術等について、わが国で蓄積されている研究知見と経験を活かして、上掲の3大学と

の共同研究及び必要な技術移転を行うことにより、以上の分野における研究開発のニーズに応え

ようとするものである。 

5-1-5 当該分野における他ドナーの支援動向 
USM では、ENVISTATE-Situation Awareness System for Natural Disaster Mitigation の研究でフィンラ

ンドから支援を受けたことがある。2007 年にドイツの衛星資料を利用して行われた研究で、NOKIA
研究所や VTT 技術研究所による財務支援を受けたと言われる。また、UNITEN では、ユネスコの支

援（RM98,000）を得て、洪水予測の研究（Flood Forecasting and Warning System, FFWS）を行った実

績を持つ。 

「マ」国に対するユネスコ国際水文計画（UNESCO-IHP）は 1975 年から実施されている。水資源

分野の教育・研究を主対象とするが、IRBM/IFM 分野の制度枠組みの整備や研修事業への支援も含ま

れている。またユネスコが主催し地域国で開催される IRBM/IFM 分野のワークショップ等には「マ」

国からも関係機関が参加している。 

5-2 プロジェクトの概要 

5-2-1 プロジェクトの目的と意義 
本プロジェクトは、リモートセンシングの資料分析や数値モデルの構築・利用技術等から構成され

る洪水・地すべり防災の要素技術について、わが国で蓄積されている研究知見と経験を活かして、「マ」

国の学術機関との共同研究及び必要な技術移転を行うことにより、同国のこれらの分野に係る防災科

学技術の向上に貢献することを目的としている。 

なお、「マ」国における洪水・地すべり分野での防災科学技術への研究開発のニーズに応え、引い

ては減災の実現を図るまでには、いくつかの段階が想定される。目標となる最初の段階は、対象 3
大学のこの分野における研究能力の向上である。能力向上により大学独自で他の調査サイトへの研究

拡大を図ることも可能となる。2 番目の段階では、社会実装に向けて主管省庁に対し研究成果の提案

を行うこととなる。3 番目の段階は、政府機関により研究成果が採用され、実際に防災行政の現場に

反映されることが目標となる。減災効果が発現するのはこの段階である。本プロジェクトは目標を 2
番目の段階に置いて計画されている。これは、研究成果が採用されるプロセスには、政府による予算
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の優先配分など、投入と期間が限定されるプロジェクトの範囲を越える条件が介在するためである。

ただし、本プロジェクトの意義が研究成果提案後の採用の可否に左右されることは言うまでもなく、

社会実装に途を開くに足る内容を持った調査研究を達成することが求められていることには変わり

ない。 

5-2-2 プロジェクトの実施体制 
（1） 実施機関（C/P 機関） 

USM、UNITEN及びMMUの3大学が本プロジェクトの実施機関である。この3大学の内、USM
が「マ」側の研究代表機関となるPF

4
FP。詳細計画調査時点における各研究グループの「マ」側代表者

やグループを構成する「マ」側研究者の構成案は本調査の議事録付属資料に示されるとおりであ

る。 

（2） 人的資源確保の可能性 
本プロジェクトは地球規模課題対応国際科学技術協力案件としてJSTとJICAが共同実施するも

のであり、日本側研究機関として既に千葉大学、（株）ビジョンテック、東京大学、（独）土木

研究所・ICHARM、（独）防災科学技術研究所、京都大学などが既に選定されている。これらの

学術・研究機関から参加する日本側研究者の主要人材は既にリストアップされており、「マ」側

研究機関と共同研究を実施する上で日本側の人的リソース確保に問題はないと見込まれる。 

5-3 プロジェクトの基本計画 

5-3-1 プロジェクト目標 
プロジェクト目標を「災害管理プログラムを実施するために、地すべりおよび洪水災害に関する総

合的なデータベースを含む高度な災害リスク管理システムがマレーシア政府に提案される。」と設定

する。なお、この目標達成の水準を測る指標として以下の 3 つを設定する。 

（1） マレーシア政府機関（国家安全委員会や CKC、DID）により、本プロジェクトの研究成果で

ある地すべりおよび洪水モデルの、本件協力終了後の研究あるいは実際の災害リスク管理へ

の利活用が検討される。 
（2） マレーシア政府機関により、本プロジェクトにて提案された早期警報システム（EWS）の完

全あるいは一部導入による既存の早期警報システム（EWS）の改善が検討される。 
（3） マレーシア政府機関により、本研究成果である防災オンライン・データベースを活用した既

存のデータベースの更新および改善が検討される。 
 
ただし、これらの指標については暫定的な主な評価項目であり、明確な数値目標は現時点で設定し

ない。「科学技術」案件の評価手法確定やプロジェクト活動の本格化に伴い、必要に応じて各評価項

目の見直しと具体的な数値目標の設定を行う計画とする。 

5-3-2 成果と活動 
本プロジェクトでは上記のプロジェクト目標を達成するために以下の 5 つの具体的成果が実現す

ることを目標とする。 

                                                        
4 「マ」国側研究代表者の変更に伴い、研究代表機関が MMU から USM に変更となった（脚注 1 参照）。 
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（1） リモートセンシングおよび地理情報システム（GIS）を用いた、地表環境の経時変化および

現況の解析システムが構築される。 
（2） クランタン川流域全域を対象とした統合的かつ高度な洪水流出数値解析モデル（全領域モデ

ルおよび高解像度モデル）が開発される。 
（3） マレーシアの降雨特性や社会基盤開発の影響を考慮した地すべりリスク評価システムが構築

される。 
（4） 衛星観測、洪水/地すべり災害、災害軽減対策に関するデータを含む総合的な災害情報データ

ベースが構築される。 
（5） 地方行政および地域社会における有効利用を目指した、洪水/地すべり災害のリスク管理シス

テムが設計される。 
 

また、上記の各成果の達成を測る指標として以下のものを設定する。 

(1-1) 対象地域の高精度DEMPF

5
FPが作成される。 

(1-2) 少なくとも選定サイト3地域 PF

6
FPにおいて時系列空間データを用いた危険地域推定のための手法

が開発される。 
(2-1) クランタン川流域全域を対象としたモデルがIFAS（統合洪水解析システム）により作成され

る。 
(2-2) クランタン川流域全域を対象としたM3DM（中解像度3次元水文モデル）およびH3DM（高解

像度3次元水文モデル）がGETFLOWSにより作成される。 
(3-1) 対象地域に適応させた2次元および3次元物理モデルが作成される。 
(3-2) 地すべり監視装置のデータを基に警戒情報が決定される。 
(4-1) 地すべりおよび洪水災害情報システムが構築される。 
(4-2) オンライン防災データベースが構築される。 
(5-1) 選定サイトにおいて地すべり/洪水災害の早期警報システム（EWS）実証試験が行われる。 
(5-2) 地方行政及び地域社会を組込んだリスクコミュニケーション手法が提案される。 

 
これら上記の指標についてもプロジェクト目標達成に係る指標と同様に暫定的な評価項目となっ

ている。今後、必要に応じて各評価項目の見直しと具体的な数値目標の設定を行うこととする。 

上記の成果を実現するためのプロジェクト期間中の具体的な活動は以下を予定している。 

(1-1) 自然環境（地質、気象など）、社会環境（インフラ、人口、経済など）、過去の災害履歴に

関するデータを収集する。 
(1-2) リモートセンシング技術を用いて、地すべり/洪水解析用に高精度DEMを作成する。 
(1-3) 時系列空間情報から洪水/地すべり災害危険域を抽出する方法を開発する。 
(1-4) 災害発生要因の重み付け評価を行い、メッシュ単位PF

7
FPでリスク計算する。 

 

                                                        
5 Digital Elevation Model（数値標高モデル）：地表面の起伏等を 3 次元にて表したデジタルモデル。 
6 地すべりは Gerik-Jeli を結ぶ東西幹線道路区間内及びクランタン川流域、水害はクランタン川流域のモデル適応箇

所。 
7 地図等により、該当する地域を網目上に計算格子で区切った観測網。 
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(1-5) 近い将来に使用されることとなるUAV搭載型CP-SAR及び光学センサーによる観測の実施可

能性を研究する。 
(1-6) 過去の災害履歴およびモデルシミュレーションの結果と比較し、活動(1-3)及び(1-4)の方法で

抽出された災害危険域の妥当性を評価する。 
(2-1) クランタン川流域データベース作成のためのフィールドデータ収集及び処理を行う。 
(2-2) 統合洪水解析システム（IFAS）に基づくクランタン川流域の広域洪水解析モデルを構築する。 
(2-3) 中解像度3次元水文モデル（M3DM）を作成し、対象地域において水文・地形・地質の状態か

ら洪水と地すべりの危険箇所を抽出する。 
(2-4) 中解像度3次元水文モデル（M3DM）を基に、高解像度3次元水文モデル（H3DM）を構築す

る。 
(2-5) クランタン川流域において現在マレーシア側が検討中の降雨予測結果を IFASおよび

GETFLOWS（M3DM及びH3DM）モデルに取り入れ、比較計算などを通じて、両モデルの信

頼性の向上を図る。 
(3-1) 衛星情報や過去の地すべりデータを用いた統計解析により、マレー半島（広域）の地すべり

リスク評価を行う。 
(3-2) 水文解析を用いた2D/3D物理モデルを基に、地すべり発生予測手法を開発する。 
(3-3) 地すべり監視ステーションの設置と、警戒基準の決定に関する研究を行う。 
(3-4) モニタリング地域（局所）に対して提案された解析モデルによるリスク評価を行う。 
(4-1) GISをプラットフォームとして本プロジェクトの研究により得られた空間情報の統合管理シ

ステムを構築する。 
(4-2) 地すべり災害情報システムを構築する。 
(4-3) 既往の、原位置でのもしくはそれに準じる気象・水文データセットに基づく IFASと

GETFLOWS（M3DM及びH3DM）TPF

8
FPT による数値解析と統計解析を活用し、洪水ハザード情報

システムを構築する。 
(4-4) 災害リスク管理、防災、防災教育、応急対応に関する情報システムを構築する。 
(5-1) マレーシア関係政府機関における最近の降雨関連地盤災害管理システムを評価する。 
(5-2) 地域特性を考慮した数値解析により洪水・地すべりの早期警報システム（リアルタイムデー

タを使用するハザードマップ）を立案する。 
(5-3) モニタリング地域における潜在的な洪水/地すべり危険箇所において統合的な早期警報シス

テムを試行的に設置し運用する。 
(5-4) 地方行政および地域社会における防災教育、意思決定、応急対応計画のための洪水/地すべり

警戒情報の災害リスクコミュニケーション手法を提案する。 
(5-5) 降雨関連地盤災害管理に関する既存の標準実施要領を強化する。 
(5-6) 地すべりおよび洪水の包括的な災害リスク管理システムを提案する。 
 

                                                        
8 General purpose Terrestrial fluid-FLOW Simulator：陸域で生じる様々な水問題（水資源、水環境、水災害）において

要請される実用的かつ客観的な水文・水理モデリング。従来困難であった地上及び地下の水の流れを完全に一体化

させ、陸域における水循環システムを多相多成分流体系として定式化した。 
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5-3-3 投 入 
（1） 日本側投入 

日本側（JICA）の投入として、長期専門家、短期専門家、本邦研修事業、供与機材、在外事業

強化費を計画する。 

① 専門家：長期専門家 2 名（業務調整員、データ管理システム） 
     ：短期専門家 21 名（千葉大学を筆頭に、（独）防災科学技術研究所、東京大学、（株）

ビジョンテック、（独）土木研究所・ICHARM、京都大学等、JST 事業の共同研究者に

登録されている専門家を研究課題（成果）毎に分担して派遣する。） 
② 供与機材：本プロジェクトにて実施する地すべり・洪水解析の共同研究開発に必要な資機材を 
     C/P と協議の上、選定し供与する。 
③ 本邦研修（招聘研究）：USM, UNITEN, USM の C/P を対象として 5 名程度/年 
④ 在外事業強化費：プロジェクト運営、特に日本側投入に関わる経費等を必要に応じて支弁する。 

 
なお、詳細計画策定調査時点では本プロジェクトにおける日本人専門家と供与機材を付属資料2 

M/MのANNEX ⅡとⅢのように想定している。これら日本側投入の詳細については日本側予算の

範囲内で先方との協議によって決定する。 

（2） 「マ」国側投入 
プロジェクトディレクター及びプロジェクトマネージャーの2名は既に選定されている。詳細計

画策定調査の時点で計画されている研究グループ毎の研究者数（延べ人数）を次表に示す。実人

員数は73人（USM23人、UNITEN33人、MMU17人）である。 

大学 Group1 Group2 Group3 Group4 Group5 計（人） 

USM 10 0 13 4 4 31 

UNITEN 9 13* 8 7 8 45 

MMU 4 6 4 5 9 28 

計（人) 23 19 25 16 21 104 
出典：詳細計画策定調査時の議事録付属資料 
備考(*)：グループ2（洪水）へのUNITENからの参加者にはDIDの研究者9名が含まれる。 
 
この他に各大学が長期専門家（業務調整）や短期専門家に供与する執務スペースと「マ」国側

で準備するプロジェクト実施予算が投入に含まれることになる。 

5-4 プロジェクト実施上の留意点 

5-4-1 詳細計画策定調査後から RD 署名までの間 
（1） 防災を所掌する政府機関の特定 

本プロジェクトを構成する5件の主要研究分野は、いずれも「マ」国の防災に直接的/間接的に

貢献することを目標としている。防災が持つ公益的な性格から、研究成果を社会実装につなげる

ためには、各種の防災行政の政府機関と情報交換を含めた交流を行うことが望ましい。そのよう

な政府機関として、洪水災害を担当する天然資源環境省灌漑・下水局、地すべりを担当する公共

事業局斜面工学課、各省庁の防災を総合的に統括する首相府国家安全委員会（NSC）・国家安全
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保障局（NSD）があり、これらの機関に対しては詳細計画策定調査時にコンタクトが成され、一

部機関の職員がプロジェクト活動に参加するなどの協力を得ている。また、その他の関連機関と

して、国家安全保障局（NSD）と共に国家災害データ情報管理システム（NADDI）を構築・運用

し、また”SAR Program”により小型合成開口レーダーを開発中のリモートセンシング庁（ARSM）

が考えられることから、継続した情報共有・交換を行うとともに、RD署名までにJCCへの参加を

促す等関係機関からの協力を得られるように、日・マ双方の研究者が働きかける必要がある。 

（2） 研究計画の調整 
今回の詳細計画策定調査では、「マ」側3大学間、或いは日・マ研究機関間で更なる調整が必要

である以下の項目が明らかになった。下記項目については、詳細計画策定調査終了後もR/D締結

に向け日・マ双方の研究機関で議論を行う等、継続した調整を行っている。なお、一部項目につ

いては今後の研究進捗如何によることから、プロジェクト開始までに調整が不可能であった場合

は、プロジェクト開始後も引続き調整することとする。 

① 日本側より本プロジェクトではGRAMSの一部を実施することとし、全てのコンポーネントを

カバーしないと説明している。社会実装に係る早期警報システムや意思決定支援ツール構築部

分において、「マ」国側が提案するシステム開発は、共同研究が必ずしも前提とはならない部

分があることから、研究の進捗を踏まえ継続した検討を行うこととする。 
② 「マ」国における人工衛星データの活用状況と日本側研究者が想定している人工衛星データの

活用方法及び手法で認識が異なる部分が有り、日本側の研究提案に対して「マ」国側研究者全

てが共通した認識に立っているとはいえない状況であることが協議にて確認された。また、

UAVへのCP-SAR搭載による研究についても、「マ」側研究者間にてその認識が異なることか

ら、日・マ双方の研究者間にて研究手法並びに実施方法について共通した認識を持たせるとと

もに、資機材等の調整を行うこととする。 
 
（3） 研究者間の情報交換 

研究グループの内外を問わず、本プロジェクトに参加する研究者の情報交換を促進・維持する

ことが必要と思料する。研究内容・進捗等に関する共有のためには専用のホームページの開設や、

メーリングリストを活用した情報共有も一案として考えられる。これらホームページやメーリン

グリストの活用により、プロジェクトサイト関連の既往・新着情報の回付に加え、研究実施やプ

ロジェクト管理に伴う質疑応答等に用いられる可能性もあることから、担当分野に係る研究範囲

を超えた助言・示唆が得られる可能性もあり、望ましいと考えられる。 

5-4-2 プロジェクト開始以降 
（1） 防災を所掌する政府機関との連携 

プロジェクト実施段階にあっては、防災行政に携わるNSC、DID、CKC及びARSMとの連携を

実現・維持するために、ワークショップやJCC等の場を通じて、プロジェクト側から積極的に研

究課題の目的と進捗を知らせ、政府機関の反応や意見を求めることが期待される。情報共有や意

見のやり取りを繰り返すことで、研究成果の社会実装へのニーズや求められるプロセスを具体的

に把握することが可能となり、より実情に根ざした研究成果の活用が見込まれる。また、各研究

グループと政府関係機関との情報共有・意見交換は議事録等として記録することが望まれる。こ

れら記録の保存により、意見交換の頻度や内容の深さに着目して、社会実装の側面から見た本プ



 5-10

ロジェクトの評価を行うことが可能となる。 

（2） 円偏波型合成開口レーダー導入の位置付け 
千葉大学環境リモートセンシング研究センター（CEReS）で技術開発が進んでいる円偏波型合

成開口レーダー（CP-SAR）は、円偏波の振る舞いを利用して、左旋円偏波と右旋円偏波の受信信

号の利得比または軸比画像を得ることで、高精度なSAR 画像を生成することを目指している。こ

れにより、植物の高さまたは年齢、バイオマス、雪氷、地質、土壌種類などの特性と軸比との関

係を抽出できるとされる。また、従来のSAR センサーは高価、大型、複雑な構造、大電力、高雑

音などのような不利点があるが、開発中のCP-SARは、小型、薄型、省エネルギーなシステムの実

現、入射角依存と多重散乱の軽減などができる利点があると言われる（出典：2007年5月学会発表

資料、J248-P003）。 

本プロジェクトでは、CP-SARに関する活動は開発試験と位置付けられる。他の研究グループに

計測結果を引渡し得る高精度のDEMを生成すること及び熱帯雨林の林冠を越えて地表面の地形

を測定することが開発試験の目標に含まれるべきと考えるが、その目標の実現を図る途上に予定

されるCP-SARの製作や、UAVを含めたCP-SARが搭載可能な飛行機等の運用を通じて、この分野

でのリモートセンシング技術の研究経験が蓄積されることに実施効果を見出すこともできる。す

なわち、プロジェクト途上の段階で作成される関連の研究論文の内容や報数に対しても、研究成

果の一端を見出すことが求められる。 

5-5 プロジェクトのモニタリングと評価 

5-5-1 実施体制と内容 
日・マ双方による投入の進捗状況と活動・成果の達成状況のモニタリングは、日本人専門家の協力

の下に「マ」側実施機関が主体的に実施する。モニタリングに係る全体の調整は、JCC によるプロジ

ェクト管理の下で、日本人専門家のアドバイスによりプロジェクトダイレクターが行うこととなる。

なお、プロジェクト目標と成果の達成指標は、現時点では主な評価項目を設定しているだけなので、

プロジェクト活動の本格化に伴って、必要に応じて評価項目の見直しあるいは具体的な数値目標の追

加を行うことが望ましい。 

5-5-2 評価体制 
本プロジェクトの評価は、JICA 事業評価ガイドラインに沿って、①妥当性、②有効性、③効率性

を中心に行う。また、成果の達成状況次第では、④インパクト、⑤自立発展性の項目についても評価

を行うこととする。なお、プロジェクト実施後、中間地点である 3 年目を目処に中間レビューを、ま

た、プロジェクト終了の半年前を目処に終了時評価調査を計画するとともに、必要に応じて運営指導

調査等によるプロジェクト監理を実施する。 

5-6 外部条件及びその他のリスク 

5-6-1 プロジェクト実施に向けた共同研究グループの準備 
前章XR R5-4 X「Xプロジェクト実施上の留意点X」で触れたように、日・マ双方にて継続した調整が必要な

事項がある。これら事項の調整については、日・マ双方の研究者間にてR/D署名までにある程度は達

成されると見込まれるが、社会実装に向けた一部の活動内容については研究進捗により見直しが必要
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であると考えられるところ、継続した調整が必要になる。 

5-6-2 調査サイトの適切性 
洪水の調査サイトとなるクランタン川流域では、かねてから IRBM/IFB に沿って DID の担当部署

（Flood Mitigation Division の Kelantan Unit）により洪水リスクの研究が実施されており、直近事例と

しては、国内コンサルタント委託調査による洪水ハザードマップの作成（Tanah Merah 及び Pasir Mas
地域、2010 年 9 月）が上げられる。現在予定しているモデルサイトではこのように既往の調査が実

施されておりある程度のハザード・リスク評価が行われる等、現地のデータが十分整っている。本研

究では、既存の調査の成果を踏まえつつ最新の研究手法を活用したハザード・リスクの再評価が実施

されるだけでなく、新たなシミュレーションモデルを用いたハザード・リスク評価が実施出来、既存

調査との比較を容易に行うことが出来る。まずは、既存データの多いサイトにて本研究精度を高める

実証研究を行うとともに、右実証研究にて証明された研究手法をプロジェクト終了後も「マ」国側研

究機関が中心となり、他のサイトに展開していくことが望まれる。 

5-7 評価 5 項目による分析と結論 

5-7-1 妥当性 
本プロジェクトは以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

（1） 「マ」国は、洪水対策のために統合河川流域管理及び統合洪水管理の策定と実施を推進して

おり、また地すべり災害対策のために国家斜面管理総合計画（2009 年～2023 年）を策定して

おり、同国政府の政策との整合性が高い。 
（2） 「マ」国第 10 次開発計画によれば、首相府主導で GTCCC (Green Technology and Climate 

Change Council)を実施しており、気候変動への適応を国家政策として掲げ災害リスクの軽減

に注力しており、同国政府の政策との整合性が高い。 
（3） 上述の政策に沿った災害対策を講じるに際し、災害リスク評価能力の開発や、防災のための

統合データベースの開発等の研究開発を伴う事項については専門的な学術機関による貢献が

求められており、我が国で蓄積されている研究知見と経験を活かすことで、「マ」国学術機関

との共同研究及び技術移転が可能となる。 
（4） 本プロジェクトでは、既存の類似研究結果との比較によりその成果の実証が出来る。クラン

タン川流域や Gerik-Jeli 間東西幹線道路では、洪水や地すべりに関する既存研究が行われてお

り、データも比較的豊富に揃っている。これら、既存データと実測値を本プロジェクトの結

果と比較することで、研究の成果を測ることが可能となる。 
（5） 「マ」国では、2020 年の先進国入りを目指し、高度な研究開発を促進して経済の高付加価値

化を図ることが喫緊の課題となっており、科学技術ODATPF

9
FPT等をより積極的に活用した人材育

成を行っており、同国のニーズに合致している。 
（6） また、わが国は東南アジアにおける「マ」国の「地域的課題の克服」とし、洪水、土砂災害、

ヘイズ（煙害）、地震・津波等の自然災害等に対する防災対策等の協力を重点分野としている

ことから、わが国の方針と合致している。 
 
                                                        
9 2010 年 4 月に実施された鳩山首相（当時）－ナジブ首相の首脳会談時に発表された共同声明において採択された

日・マレーシア環境・エネルギー協力イニシアティブ」を具現化する協力を中心に案件形成が進められている。 
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5-7-2 有効性 
本プロジェクトは以下の理由から有効性が見込める。 

（1） 本プロジェクト目標は、地すべり及び洪水災害に特化したシステムの提案としており、その

目標達成のために、リモートセンシング等を利用した経年変化を捉えたデータベースを構築

し（成果１）、新しい研究手法を用いた地すべり・水害シミュレーションモデルTPF

10
FPT作成の実証

研究を行い（成果２、３）、これまで地すべりと水害を別事象として個別対応していた経験を

成果１～３のアウトプットを活用して統合して高精度化された情報でデータベースを構築

（成果４）する。成果１～４を活用することで、リスク管理システムの設計（成果５）が可

能となり、プロジェクト目標の達成が見込まれる。 
（2） 地すべり並びに水害の研究に関しては、マレーシア所管省庁も研究に関わることから、通常

業務として現業を扱う関係者の実態に即した研究展開が見込まれ、有効なプロジェクトの活

動が見込まれる。 

5-7-3 効率性 
本プロジェクトは、以下の理由から効率的な実施が見込める。 

（1） 日・マ双方の研究者はそれぞれの研究項目毎にグループを作り共同研究並びに人材育成が実

施されることから、それぞれの専門的見地を生かした研究活動を行う協働体制が取られ、所

掌業務範囲が明確で重複が無いことから効率的な活動が見込まれる。 
（2） Gerik-Jeli 間の東西幹線道路における地すべり災害の研究については、「マ」側研究メンバー

に CKC スタッフが入っていることから、日常から斜面災害対策を通常業務として対応して

いるスタッフの能力強化が効率的に行われることが見込まれる。 
（3） また、ポスドクを長期専門家として現地に配置する予定であるところ、担当分野を含め、短

期専門家不在時に「マ」側研究者の研究進捗状況の確認を行うことが効率的に出来るほか、

災害等発生時にも迅速に現地調査を実施することが出来、人材育成並びに研究実施が効率的

に実施されることが見込まれる。 
（4） 当初 UAV をプロジェクト活動として研究開発する見込みであったが、協議により「マ」側が

保有する UAV 或いは有人機の活用を前提に CP-SAR の開発を進めることとなった。また、そ

の他資機材についても、既存の PC やソフトの活用とデータの共有を研究者間にて進めてお

り、投入資機材は新規で必要と認められるものに絞られることから、効率的な実施が見込ま

れる。 

5-7-4 インパクト 
本プロジェクトのインパクトは以下のように予測できる。 

（1） 本プロジェクトを通じて提案された災害リスク管理システムの導入により、より精度の高い

ハザード・リスク評価が見込まれ、EWS の提案や防災計画への反映により、マレーシアの災

害対策予防（被害抑止・被害軽減）に資することが期待される。 
（2） 水災害・リスクマネジメント国際センター（International Center for Water Hazard and Risk 

Management under the auspices of UNESCO：ICHARM）より無償で提供されている IFAS を利

                                                        
10  災害発生メカニズムの解明と発生予測のための IFAS、GETFLOWS を指す。 
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用した、モデル対象地域へのダウンスケーリングによる洪水シミュレーションの実施、ハザ

ード・リスク評価については、本研究を通じた実証が成功すれば、マレーシア全土だけでな

く他国でのダウンスケーリングの実施にも寄与する。 
（3） また、高・中解像度水文モデルを利用したシミュレーション実施並びにハザード・リスク評

価については、日本においても実証研究段階であり、本研究を通じたモデル対象地域での研

究成果を活かし、汎用版として日・マ両国を含め普及する可能性を秘めており、高いインパ

クトが見込まれる。 
（4） さらに、洪水シミュレーションだけでなく、地すべり研究を含めた本研究の成果は、国際機

関や国際学会等を通じて広く世界に発信されることが期待される。 
（5） 対象地域の災害リスクを把握した後には、行政機関や研究機関のみでなく、当該地域の住民

やコミュニティーと協力しながら、当該地域の災害対策について検討し、早期警報システム

の立案や防災計画等の整備を進めることを前提に研究を進める。 
（6） 日・マ双方の研究者はそれぞれの国で、後進となる学生達の指導に当たっていることから、

本プロジェクトによる研究の成果は最新の研究知見として伝承されることが見込まれるだけ

でなく、他地域・他国で同様の手法を用いた研究の実施が見込まれる。 

5-7-5 自立発展性 
以下の通り、本プロジェクト実施による効果が継続する見込みは高い。 

（1） 本研究は、「マ」側研究者が 10 数年来練ってきた研究であり、参加研究者の熱意は高く、研

究で得た成果を活かし、プロジェクト終了後も更なる発展した研究が継続して行われる見込

みが高い。 
（2） また、本研究の実施に際し「マ」側 C/P の費用については高等教育省をはじめ関連省庁や機

関から独自に予算を得るための手続きを取っており、本研究終了後も必要な研究実施の為の

予算確保が見込まれることから自立した研究の継続が見込める。 
（3） さらに、各大学が災害種毎に関連する部局と独自に MOU を締結するなどし、研究の成果を

研究のみに留めず、社会実装へ向けた取り組みを行っている他、本調査団訪問時においても、

関連機関との連絡調整を C/P が積極的に実施するなど自主性を持っており、本研究プロジェ

クト終了後も関連省庁へ積極的に働きかけを行いながら研究の成果を波及できることが見込

まれる。 
（4） 本プロジェクトのカウンターパートには、公共事業局等の行政官も研究メンバーとして参加

しているだけでなく、JCC 等による関係省庁の巻き込み並びに協力が得られることから、社

会実装に向けた政府によるシステム導入についても見込みが高い。 
（5） 「マ」側研究機関間では、研究途中で研究活動から抜け、本研究プロジェクトにより得た知

的財産を勝手に活用した研究実施を防ぐため、また、「マ」側研究機関間での協力体制をより

強固なものにすべく MOA（研究協力に関する協定書）を締結するなど、その成果の活用に

ついても既に考慮に入れていることから非常に高いオーナーシップを持っていることが明ら

かである。 

5-7-6 結論（総合的実施妥当性） 
以上の評価 5 項目の分析に基づき、本プロジェクト実施の妥当性は十分にあると判断される。
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